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会 議 次 第 

 

１．開  会 

 

 

２．委嘱状交付 

 

 

３．町長挨拶 

 

 

４．議  題 

 

（１）会長の選出及び副会長の任命について 

 

（２）各部会の部会長及び副部会長並びに所属委員の指名について 

 

（３）福島町まちづくり推進会議委員の推薦について 

 

（４）第４次福島町総合開発計画前期実施計画に係る平成 20 年度事業実績 

について 

 

（５）第 4次福島町総合開発計画基本計画の修正について 

 

（６）第 4次福島町総合開発計画後期実施計画（H22～H26）の策定について 

 

 

５．その他 

 

 

６．閉  会 
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議案第 1号 

 

会長の選出及び副会長の任命について 

 

 

福島町総合開発審議会条例第 4 条第 2 項の規定による会長の選出について、

委員の互選により次のとおり選出する。 

 

 

 

氏  名                 

 

 

 

 

 

福島町総合開発審議会条例第 4 条第 4 項の規定に基づき、副会長について次

のとおり任命する。 

 

 

 

氏  名                 
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議案第 2号 

 

各部会の部会長及び副部会長並びに所属委員の指名について 

 

 

福島町総合開発審議会運営規則第 1 条第 2 項及び第 4 項の規定に基づき、各

部会の部会長及び副部会長並びに所属委員について、次のとおり指名する。 

 

 

部会所属委員 

 

部会名 委  員  名 

総務部会 

部会長 
 

副部会長 
 

委 員 
 

委 員 
 

委 員 
 

委 員 
 

委 員 
 

委 員 
 

経済部会 

部会長 
 

副部会長 
 

委 員 
 

委 員 
 

委 員 
 

委 員 
 

委 員 
 

委 員 
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議案第 3号 

 

福島町まちづくり推進会議委員の推薦について 

 

 

福島町まちづくり推進会議条例第3条第2項第1号に規定する委員について、

本委員会から次のとおり推薦する。 

 

 

氏   名 
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議案第 4号 

 

第 4次福島町総合開発計画前期実施計画に係る平成 20 年度事業実績 

について 

 

■ 平成 20 年度実施事業に係る実績について 

第 4 次福島町総合開発計画前期実施計画（以下「前期実施計画」）の平成 19 年度ロー

リング後の平成 20 年度実施事業については、全体で 66 件、総事業費 1,653,364 千円（う

ち一般財源：206,566 千円）の事業が登載され、実績については、61 件、総事業費 1,116,656

千円（うち一般財源：160,404 千円）の事業が実施されております。 

 

区  分 H19 ローリング後 実  績 比  較 

総事業費 1,653,364 千円 1,116,656 千円 ▲536,708 千円 

うち一般財源 206,566 千円 160,404 千円 ▲46,162 千円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■ 項目別の実績について 

「施策の体系」項目別の実績については、下記のとおり。 

項   目 実績額 

地域を支える産業の充実 16 件 525,073 千円 

快適な生活環境の整備 26 件 520,367 千円 

未来を担う人材の育成 6 件 12,796 千円 

全ての源「健康・福祉」の充実 7 件 34,359 千円 

構想推進のために 6 件 24,601 千円 

前期実施計画平成20年度実績（総事業費）

160,404

206,566

0

500,000

1,000,000

1,500,000

2,000,000

当初計画額 実績額

うち一般財源

一般財源以外
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■ 事業費の変動が大きい事業について 

町が事業主体のうち事業費の変動（増減 300 万円以上）が大きかった事業については、

下記のとおり。 

 

 

 

 

グループ名 事業内容 事業費 実績額 備考

ローリング後 7,000千円
実績額 1,554千円
増減額 ▲ 5,446千円

ローリング後 15,000千円
実績額 0千円
増減額 ▲ 15,000千円

ローリング後 5,000千円
実績額 0千円
増減額 ▲ 5,000千円

ローリング後 3,000千円
実績額 0千円
増減額 ▲ 3,000千円

ローリング後 11,661千円
実績額 5,079千円
増減額 ▲ 6,582千円

ローリング後 20,500千円
実績額 0千円
増減額 ▲ 20,500千円

ローリング後 24,203千円
実績額 20,370千円
増減額 ▲ 3,833千円

ローリング後 8,640千円
実績額 4,992千円
増減額 ▲ 3,648千円

ローリング後 20,000千円
実績額 6,112千円
増減額 ▲ 13,888千円

事業量の減

広域事務組合

水道グループ

水道メーター器更新事業

電気・計装機器維持補修事
業

ゴミ処理施設整備事業（設備
機器オーバーホール）

健康診査等事業

福祉グループ

事業の見直し

事業量の減

吉岡温泉改修事業
事業実施年度の
見直し

制度改正による
対象者の減

し尿処理施設整備事業 事業の見直し

農林グループ 公費造林事業 事業量の減

商工グループ

事業の見直し

横綱記念館映像ソフト作成事業

横綱記念館大型映像システ
ム整備事業

事業の見直し
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議案第 5号 

 

第 4次福島町総合開発計画基本計画の修正について 

 

 

○資料１ 基本計画の修正（案） 
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議案第 6号 

 

第 4次福島町総合開発計画後期実施計画の策定について 

 

 

○資料２ 後期実施計画（H22～H26）（案） 

・第 4 次福島町総合開発計画後期実施計画集計表 

・第 4 次福島町総合開発計画後期実施計画各グループ集計表 

・第 4 次福島町総合開発計画後期実施計画一覧 

・総括表 

・小項目別事業（内訳） 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

資 料 1 
 

 

 

 

 

 

基本計画の修正（案） 
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1 

基本計画修正前 基本計画修正後 

P21 Ⅰ水産業の振興 （1）水産業 

 

【現況と課題】 

当町の漁業は、イカ釣・ホッケ巻網を主として営んでまいりましたが、長引く経

済不況、輸入水産物の増大、海流の変化等に伴う漁業生産額減尐により大変厳しい

状況にあります。昆布養殖漁業については生産者の努力により、年々その生産及び

製品づくりの技術は向上し安定傾向にあるものの、生産の担い手である漁業者の高

齢化が進んでいます。このため、若年漁業者を中心とした生産拡大を目指し、活力

ある漁業における生活環境を確立することが必要となっています。 

漁港整備については、衛生管理や高齢漁業者の利用容易な漁港整備を進めるとと

もに、漁場においても藻場造成等を行い漁場環境保全に努め、新たな「つくり育て

る漁業」、「管理型漁業」の推進を基本として、生産力の強い漁業を目的に高齢者、

女性に配慮した漁業就労環境の整備、付加価値向上の流通改善への取り組み、さら

には漁業後継者の育成、漁業協同組合の経営組織強化促進などを図りつつ、合理的

かつ効果的な施策を講ずる必要があります。 

 

【基本目標】 

漁業生産の基盤である漁港は、一定の水準まで達しました。このため、今後はよ

り使いやすい漁港を目指し整備してまいります。また、限りある水産資源の維持・

増大のため種苗放流や藻場造成などの政策を進め、高齢漁業者にもやさしい資源管

理型漁業の確立に努めます。 

漁業協同組合の経営基盤の強化を支援するとともに漁業後継者の育成に努め、高

齢漁業者と女性活動の場を供給できる総体的な水産業の振興を図ります。 

 

【主要施策の方向】 

１．漁業生産基盤の整備 

（１）生産基盤である漁港の計画的整備を図り、高齢者の荷揚げ作業の軽減を図る

ための低天端をつくるなど、高齢者が利用しやすい漁港施設の整備を進めます。 

（２）ウニ餌料の確保を図るため、藻場造成を進めるとともに、既存施設の有効活

用に努めます。 

（３）漁港の暴風雪対策、未活用資源の利用による高齢者・女性の活動促進を図り

P21 Ⅰ水産業の振興 （1）水産業 

 

【現況と課題】 

当町の漁業は、イカ一本釣・ホッケ巻網を主として営んでまいりましたが、長引

く経済不況、輸入水産物の増大、海流の変化等に伴う漁業生産額減尐により大変厳

しい状況にあります。昆布養殖漁業については生産者の努力により、年々その生産

及び製品づくりの技術は向上し安定傾向にあるものの、生産の担い手である漁業者

の高齢化が進んでいます。このため、若年漁業者を中心とした生産拡大を目指し、

活力ある漁業における生活環境を確立することが必要となっています。 

漁港整備については、衛生管理や高齢漁業者の利用容易な漁港整備を進めるとと

もに、漁場においても藻場造成等を行い漁場環境保全に努め、新たな「つくり育て

る漁業」、「管理型漁業」の推進を基本として、生産力の強い漁業を目的に高齢者、

女性に配慮した漁業就労環境の整備、付加価値向上の流通改善への取り組み、さら

には漁業後継者の育成、漁業協同組合の経営組織強化促進などを図りつつ、合理的

かつ効果的な施策を講ずる必要があります。 

 

【基本目標】 

漁業生産の基盤である漁港は、一定の水準まで達しました。このため、今後はよ

り使いやすい漁港を目指し整備してまいります。また、限りある水産資源の維持・

増大のため藻場造成、漁場の環境保全、種苗放流などの政策を進め、高齢漁業者に

もやさしい資源管理型漁業の確立に努めます。 

漁業協同組合の経営基盤の強化を支援するとともに漁業後継者の育成に努め、高

齢漁業者と女性活動の場を供給できる総体的な水産業の振興を図ります。 

 

【主要施策の方向】 

１．漁業生産基盤の整備 

（１）生産基盤である漁港の計画的整備を図り、高齢者の荷揚げ作業の軽減を図る

ための低天端をつくるなど、高齢者が利用しやすい漁港施設の整備を進めます。 

（２）ウニ餌料の確保を図るため、藻場造成を進めるとともに、既存施設の有効活

用に努めます。 

（３）漁港の暴風雪対策、未活用資源の利用による高齢者・女性の活動促進を図り
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基本計画修正前 基本計画修正後 

ます。 

 

２．つくり育てる資源管理型漁業の推進 

（１）漁場の環境保全をするとともに、ウニ・アワビの人工種苗を放流するなど資

源の維持・増殖を図ります。さらには、サケ稚魚の安定放流のため施設整備に

努めるとともに、漁業資源の適正管理を行うため、資源の調査研究をし、今後

の漁業振興に生かすよう努めます。 

３．漁業経営基盤の改善 

（１）漁業経営の省力化・合理化を進めるとともに、消費者情報の収集に努めるな

ど流通機能の強化に努めます。また、水産加工業者・商工会と連携を図りなが

ら、経営基盤の改善に努めます。 

 

 

（２）漁業後継者の育成を目指し、漁業研修所入所者への助成を行うなど担い手の

育成に努めます。 

（３）漁獲物の衛生管理施設整備により、付加価値向上に取り組み経営基盤の強化

を図ります。 

４．親水施設 

（１）親水施設として漁港海岸環境整備事業を推進します。 

 

ます。 

 

２．つくり育てる資源管理型漁業の推進 

（１）漁場の環境保全を推進するとともに、ウニ・アワビの人工種苗を放流するな

ど資源の維持・増殖を図ります。さらには、サケ稚魚の安定放流に努めるとと

もに、漁業資源の適正管理を行うため、資源の調査研究をし、今後の漁業振興

に生かすよう努めます。 

３．漁業経営基盤の改善 

（１）漁業経営の省力化・合理化を進めるとともに、消費者情報の収集に努めるな

ど流通機能の強化に努めます。また、水産加工業者・商工会と連携を図りなが

ら、経営基盤の改善に努めます。 

（２）水産業の保護、繁殖を図るため、藻場造成を進め、漁場の環境保全に努めま

す。 

（３）漁業後継者や新規漁業就労者の育成として、漁業研修所入所者への助成を行

うなどの支援に努めます。 

（４）漁獲物の衛生管理施設整備により、付加価値向上に取り組み経営基盤の強化

を図ります。 

４．親水施設 

（１）親水施設として漁港海岸環境整備事業を推進します。 
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基本計画修正前 基本計画修正後 

P23 Ⅱ農畜産業の振興 （1）農畜産業 

 

【現況と課題】 

わが国の農畜産業は、世界における市場開放への動きが加速するなかで、年々厳

しさを増してきています。当町の農業は気候的に恵まれているものの、地形的条件

は悪く、農耕地は狭隘で、就業者の高齢化と後継者不足によって経営規模も零細と

なっており、農家戸数も年々減尐している傾向にあります。こうした厳しい農業事

情に対応するため、生産性を高めながら農業生産の推進に努めていく必要がありま

す。このため、水稲や野菜など品質向上を目指すほか、特色ある水田農業の展開を

図るため、水田営農の担い手対策や農地の利用集積を推進しなければなりません。

また、農業協同組合などの関係団体が担うべき役割の重要性を認識し、協力体制の

強化が必要となっております。 

 

畜産業については、町内に養鶏農場を有しておりますが、近年の生産物価格の不

安定などをはじめとして厳しい状況下にあり、今後も卵の品質向上と、計画的、効

率的な生産体制が望まれます。また、衛生管理に対しては家畜防疫意識の高揚推進

と防疫対策において積極的に支援する必要があります。 

 

【基本目標】 

水稲、野菜、畜産などの生産の効率化と農業技術の高度化を通じて、農業経営の

安定化を図ります。 

また、耕作放棄地の利用促進と適正管理に努めながら農業生産の推進に努めていく

とともに、農地の整除化を進め農業振興地域の見直しを図ります。 

 

 

【主要施策の方向】 

１．農家台帳の整備及び農用地マップを作成し、農業振興計画の見直しを図ります。 

 

２．農業の生産性の向上を図りながら、後継者育成のための技術研修機会の拡大と、

先進地視察研修の推進に努めます。 

P23 Ⅱ農畜産業の振興 （1）農畜産業 

 

【現況と課題】 

当町の農業は気候的に恵まれているものの、地形的条件は悪く、農耕地は狭隘で、

就業者の高齢化と後継者不足によって経営規模も零細となっており、農家戸数も減

尐傾向にあり生産体制の弱体化や農業活動の低下が懸念され非常に厳しい状況にあ

ります。 

このような厳しい農業事情の中、農業生産を安定的に発展させるため、農業を取

り巻く社会情勢の変化に適切に対応できる高い技術と優れた農業管理能力を持つ農

業者を育成することが強く求められています。その中で、農家子弟の農業への就農

促進を図るとともに、意欲ある人材の新規就農を促進することなどが重要であり、

そのための受け入れ体制の整備や耕作放棄地も含め、農地の有効利用や安定した収

入が得られる作物づくりが必要であります。 

畜産業については、町内に養鶏農場を有しておりますが、近年の経済環境で大変

厳しい状況にあり、生産体制の向上及び衛生管理に対して家畜防疫意識の高揚推進

と防疫対策において積極的に支援する必要があります。 

 

【基本目標】 

水稲、野菜、畜産などの生産の効率化と農業技術の高度化を通じて、農産物の生

産向上や環境と調和した農業を推進します。 

また、耕作放棄地の適正管理及び農地の基盤整備等による農作物の生産面積の拡

大等の利用促進に努め、農業生産の基盤強化を支援するとともに生産額の安定化を

図ります。 

 

【主要施策の方向】 

１．農家台帳の整備及び農用地マップを更新するとともに、農業振興計画の計画的

な見直しを図ります。 

２．高齢化及び担い手不足による農業者の減尐が深刻な状況であることから、関係

機関等の指導を求め、後継者育成のため研修等を開催し就農者の確保に努めます。 
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基本計画修正前 基本計画修正後 

 

３．農業協同組合及び農業関係団体などの組織の基盤強化を図り、自立した運営体

制の育成に努めます。 

４．農業経営の安定化を図るため、機械導入による共同利用など、協業組織の育成

に努めます。 

５．畜産業については、生産工場のため家畜防疫対策を積極的に支援するとともに、

環境の整備に努めます。→8へ 

６．農業生産者との連携を図りながら、地産地消の推進に努めます。 

 

７．そばを核とした地域活性化を目指すほか、「活性化センターあづまーる」の利活

用を図るとともに、関係団体・機関との連携を取りながら施設周辺の自然などの

利用促進に努めます。 

 

 

 

３．農業協同組合及び町内の農業関係団体などの組織の基盤強化を図り、自立した

運営体制を図れるよう育成に努めます。 

４．農業経営の安定化を図るため、当町の気候に適しているブルーベリーの苗木を

年次計画により植栽し、生産所得向上を目指し農業振興に努めます。 

５．黒米生産について、販路の拡大及び黒米を原料とした加工品等の商品開発に努

め、流通の確立を促進します。 

６．農業生産者との連携を図りながら、「どすこい朝市」等を活用した中での、地産

地消の推進に努めます。 

７．千軒そばについて、持続的な生産の確立、適切な農業生産活動を推進するとと

もに農業経営の安定化を推進するため、農地基盤整備による作付面積の拡大を実

施し、生産量向上を目指した中での安定した農業経営に努めます。 

８．畜産業については、生産工場の家畜防疫対策を積極的に支援するとともに、環

境整備に努めます。 
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基本計画修正前 基本計画修正後 

P33 Ⅲ総合交通体系の整備 （2）公共交通 

 

【現況と課題】 

当町の唯一の交通機関は、昭和 63年の鉄道廃止に伴い現在まで運行しているバス

路線で、松前・木古内間を毎日運行しています。1日上下合わせて21便の運行で、

うち6便が函館までの接続（快速松前号）となっており、また、当町内では国道228

号線沿線に22の停留所があり、学生や高齢者など交通弱者には貴重な交通手段とな

っています。 

 

しかし、利用実態に応じたダイヤ改正や車輌の小型化などを図るとともに、利便

性を加味した運行体制を確立する必要があります。 

 

【基本目標】 

バス路線確保は、当町にとって唯一の公共交通手段であり、沿線自治体さらには

バス事業者と協議のうえ利用者の利便性の向上と合理的な運営を図ります。 

 

【主要施策の方向】 

現行バス路線の合理的かつ利便性の向上を目指し、利用者の状況に合わせたダイ

ヤの設定、運行車輌規模（大きさ・台数）を随時検討するとともに、町内会等と連

携した待合所管理を目指します。 

 

P33 Ⅲ総合交通体系の整備 （2）公共交通 

 

【現況と課題】 

当町の唯一の交通機関は、昭和63年の鉄路廃止に伴う代替バス路線として乗合バ

ス事業者により運行が開始され、松前・木古内間を毎日運行しております。 

国道 228 号線沿線各所にバス停留所が設置され、学生や高齢者など交通弱者には

貴重な交通手段となっていますが、高齢化や尐子化の影響などで利用者の減尐が続

いており、高額補助金交付路線に指定されていることから収支改善策を求められて

おります。 

こうしたことから、利用実態に応じたダイヤ改正や車輌の小型化などを図るとと

もに、合理的かつ利便性に配慮した運行体制を確立する必要があります。 

 

【基本目標】 

バス路線確保は、当町にとって唯一の公共交通手段であり、沿線自治体さらには

バス事業者と協議のうえ利用者の利便性の向上と合理的な運営を図ります。 

 

【主要施策の方向】 

現行バス路線の合理的かつ利便性の向上を目指すとともに、利用実態に合わせた

ダイヤの設定、運行車輌規模（大きさ・台数）を随時検討するとともに、町内会等

と連携した待合所管理を目指します。 
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基本計画修正前 基本計画修正後 

P35 Ⅳ快適な環境の整備 （2）上下水道 

① 上水道 

【現況と課題】 

人口の減尐に伴い給水収益が減収しており、また、施設の老朽化も課題となって

います。 

 

【基本目標】 

「安全でおいしい水」を提供するとともに、未給水世帯の水道加入促進に努めます。 

 

【主要施策の方向】 

１．老朽管（石綿セメント管）の更新に努めます。 

２．岩部、美山浄水場のろ過池の整備を進めます。（砂の入替及び計測機器の更新） 

３．給水収益の減収に伴う水道料金の改定を検討するほか、未給水世帯の水道加入

促進に努めます。 

 

 

② 下水道 

【現況と課題】 

清潔で快適な生活環境をつくるため生活排水処理基本計画は緊急課題と認識し、

手法等方策の検討をしていますが、近年の自治体財政状況の悪化や市町村合併問題

などが立ちはだかり、事業着手が厳しい状況におかれておりますが、生活環境向上

のため事業推進が求められています。 

 

【基本目標】 

厳しい財政状況や市町村合併問題など課題が山積していますが、住民の意向を十

分把握しながら将来にわたり快適で清潔な生活環境を確保するためにも、下水道な

どの生活排水処理対策を推進します。 

 

【主要施策の方向】 

各地域に合った排水処理の推進に努めます。 

P35 Ⅳ快適な環境の整備 （2）上下水道 

① 上水道 

【現況と課題】 

人口の減尐に伴い給水収益が減収しており、また、施設の老朽化も課題となって

います。 

 

【基本目標】 

「安全でおいしい水」を提供するとともに、未給水世帯の水道加入促進に努めます。 

 

【主要施策の方向】 

１．老朽管（石綿セメント管等）の更新に努めます。 

２．老朽化している浄水場施設及び中央監視設備の更新整備に努めます。 

３．給水収益の減収に伴う水道料金の改定を検討するほか、未給水世帯の水道加入

促進に努めます。 

４．国及び道の事業に伴う水道配水管の移設整備に努めます。 

 

②下水道 

【現況と課題】 

清潔で快適な生活環境をつくるため生活排水処理基本計画は緊急課題と認識し、

手法等方策の検討をしていますが、近年の自治体財政状況の悪化や市町村合併問題

などが立ちはだかり、事業着手が厳しい状況におかれておりますが、生活環境向上

のため事業推進が求められています。 

 

【基本目標】 

厳しい財政状況や市町村合併問題など課題が山積していますが、住民の意向を十

分把握しながら将来にわたり快適で清潔な生活環境を確保するためにも、浄化槽の

設置を中心とした生活排水処理対策を推進します。 

 

【主要施策の方向】 

各地域に合った排水処理の推進に努めます。 
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基本計画修正前 基本計画修正後 

P39 Ⅳ快適な環境の整備 （6）情報通信 

 

【現況と課題】 

情報取得手段の整備は、国の方針（e-japan戦略）からも極めて重要な役割を果た

してきます。 

ＩＴ社会の到来により、インターネットや携帯電話の普及が急速に進み新たな通

信手段や利用方法が次々と生まれてきております。しかしながら、当町のような過

疎地ではブロードバンド（高速通信回線）の整備の遅れや、高齢化などによるイン

ターネットの普及状況が伸び悩んでいるため、住民に対する行政サービスは都市部

に比べ遅れている状況にあります。また、これら通信回線などの整備は民間事業者

に頼る部分が大きく、ＩＴ技術が凄まじいスピードで発展を続けているため、将来

を見通した事業展開が必要とされております。 

電話については、各家庭や会社にある固定電話は、現在ではほぼ 100％の普及状

況となっており、また、携帯電話については主要各社が町内利用エリアの拡大を図

るため、中継施設を建設したこともあり、飛躍的に普及が進んでいます。このため、

公衆電話は利用頻度が激減し、利用の無い屋外の公衆電話はほとんど撤去されてお

り、携帯電話について健全な受信状況の確保が必要であります。 

テレビについては、大都市周辺では地上波デジタル放送が平成 15年末からはじま

っており、北海道においても平成 18年末には地上波デジタル放送がはじまり、平成

23 年には現在のアナログ放送を終了し、地上波デジタル放送への完全移行となる予

定となっています。このため、千軒・白符テレビ中継局の地上波デジタル放送への

対応が必要となっています。 

広報公聴活動については、住民ニーズの多様化に伴う行政需要が増大するなか、

町民と行政がコミュニケーションをより強めていくことが求められております。こ

れまでも町広報の発行や町政懇談会の開催を通して、町政の現状や住民サービス情

報の提供に努めてきましたが、今後はさらに適時性等を重視した広報広聴活動を進

める必要があります。 

 

【基本目標】 

既存の行政サービスに加え、インターネットなどを利用した新たな行政サービス

P34 Ⅳ快適な環境の整備 （6）情報通信 

 

【現況と課題】 

情報取得手段の整備は、国の方針（e-japan戦略）からも極めて重要な役割を果た

してきます。 

ＩＴ社会の到来により、インターネットや携帯電話の普及が急速に進み新たな通

信手段や利用方法が次々と生まれてきております。しかしながら、当町のような過

疎地ではブロードバンド（高速通信回線）の整備の遅れや、高齢化などによるイン

ターネットの普及状況が伸び悩んでいるため、住民に対する行政サービスは都市部

に比べ遅れている状況にあります。また、これら通信回線などの整備は民間事業者

に頼る部分が大きく、ＩＴ技術が凄まじいスピードで発展を続けているため、将来

を見通した事業展開が必要とされております。 

電話については、各家庭や会社にある固定電話は、現在ではほぼ 100％の普及状

況となっており、また、携帯電話については主要各社が町内利用エリアの拡大を図

るため、中継施設を建設したこともあり、飛躍的に普及が進んでいます。このため、

公衆電話は利用頻度が激減し、利用の無い屋外の公衆電話はほとんど撤去されてお

り、携帯電話について健全な受信状況の確保が必要であります。 

テレビについては、大都市周辺では地上デジタル放送が平成 15年末からはじまっ

ており、北海道においても平成 18 年末には地上デジタル放送がはじまり、平成 23

年には地上テレビ放送はデジタル放送に完全移行し、アナログ放送は終了する予定

となっています。このため、福島・白符テレビ中継局の地上デジタル放送に対応し

た改修が進められております。 

広報公聴活動については、住民ニーズの多様化に伴う行政需要が増大するなか、

町民と行政がコミュニケーションをより強めていくことが求められております。こ

れまでも町広報の発行や町政懇談会の開催を通して、町政の現状や住民サービス情

報の提供に努めてきましたが、今後はさらに適時性等を重視した広報広聴活動を進

める必要があります。 

 

【基本目標】 

既存の行政サービスに加え、インターネットなどを利用した新たな行政サービスを
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基本計画修正前 基本計画修正後 

を積極的に推進し、情報化社会に対応した事業展開を図ります。また、情報の技術

革新に伴う情報取得手段の環境整備を関係機関と連携を図りながら適切に進めま

す。広報公聴活動については、町政に対する理解と協力を得るとともに、町民の関

心のある問題や要望を的確にとらえる機会の拡充を図ります。また、町民にとって

親しみやすい広報の発行に努めます。 

 

【主要施策の方向】 

１．情報通信 

（１）住民要望を集約し、インターネットなどを利用した行政サービスの推進を図

ります。 

（２）高速通信網の整備について、通信事業者など関係機関への要望継続に努めま

す。 

（３）情報技術関連の人材育成や組織・体制づくりに努めます。 

２．テレビ・ラジオ・電話 

（１）地上デジタルテレビ放送への対応を図り、中継施設の整備を関係機関と連携

しながら進めます。 

また、中継施設の保守により良好な受信状態の維持に努めます。 

 

 

（２）携帯電話については、健全な受信状況の確保のため、関係各社に対する要望

に努めます。 

３．広報公聴活動 

（１）各世代にとって興味のある広報の発行を図るとともに、見やすく読みやすい

紙面づくりに努めます。 

４．町防災行政無線による積極的な広報活動への活用を図ります。 

５．町民の声を町政に反映するため、きめ細やかな公聴活動の展開に努めます。 

積極的に推進し、情報化社会に対応した事業展開を図ります。また、情報の技術革

新に伴う情報取得手段の環境整備を関係機関と連携を図りながら適切に進めます。

広報公聴活動については、町政に対する理解と協力を得るとともに、町民の関心の

ある問題や要望を的確にとらえる機会の拡充を図ります。また、町民にとって親し

みやすい広報の発行に努めます。 

 

【主要施策の方向】 

１．情報通信 

（１）住民要望を集約し、インターネットなどを利用した行政サービスの推進を図

ります。 

（２）高速通信網の整備について、通信事業者など関係機関への要望継続に努めま

す。 

（３）情報技術関連の人材育成や組織・体制づくりに努めます。 

２．テレビ・ラジオ・電話 

（１）地上デジタル放送に対応した中継施設の整備を関係機関と連携しながら進め

るとともに、共同受信施設の地上デジタル放送対応や受信機器購入等の支援を

図り、加えて、地上デジタル放送受信困難な難視聴地区における対策について

検討を進めます。 

また、中継施設の保守により良好な受信状態の維持に努めます。 

（２）携帯電話については、健全な受信状況の確保のため、関係各社に対する要望

に努めます。 

３．広報公聴活動 

（１）各世代にとって興味のある広報の発行を図るとともに、見やすく読みやすい

紙面づくりに努めます。 

４．町防災行政無線による積極的な広報活動への活用を図ります。 

５．町民の声を町政に反映するため、きめ細やかな公聴活動の展開に努めます。 
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基本計画修正前 基本計画修正後 

P41 Ⅴ安全な環境の整備 （1）消防 

 

【現況と課題】 

当町の消防体制は、渡島西部四町で構成された渡島西部広域事務組合のなかで消

防本部を当町に置き、福島消防署と吉岡分遣所の 2 箇所で町民の生命と財産を火災

などから守るため常備消防を組織している状況にあります。 

また、当町における火災状況については、減尐しつつあるものの高齢化が進んで

おり、火の不注意・不始末なども出火原因として多いことから今後も予防活動など

を強化しなければなりません。 

一方、救急業務については、町民の生命を守るために高規格救急車を導入しまし

たが迅速な処置ができる救急救命士が不足しており、高度な緊急措置のできる職員

を配備していくことが急務となっております。 

 

 

【基本目標】 

町民の生命と財産を守る安全な環境づくりを目指して、消防体制の強化や町民と

一体となった火災予防意識の高揚に努めるとともに、高齢化社会に向け救急体制の

強化促進を図ります。 

 

【主要施策の方向】 

１．各種防火啓発活動や高齢化社会に対応した予防活動を推進するとともに、町民

の防火意識の高揚を図ります。 

 

 

２．災害や火災の多様化に対処するため、消防施設設備や消防水利の拡充など消防

力の強化をはじめ、装備の近代化を図ります。 

３．高齢化が進み重度傷病者の搬送も多発状況にあることから、救急救命資格者の

養成に努めます。 

P41 Ⅴ安全な環境の整備 （1）消防 

 

【現況と課題】 

当町の消防体制は、渡島西部四町で構成された渡島西部広域事務組合のなかで消

防本部を当町に置き、福島消防署と福島消防団（5分団）で町民の生命と財産を火災

などから守るため消防を組織している状況にあります。 

また、当町における火災状況については、減尐しつつあるものの高齢化が進んで

おり、火の不注意・不始末なども出火原因として多いことから今後も予防活動など

を強化しなければなりません。 

一方、救急業務については、町民の生命を守るために高規格救急車を導入し、高

度な救急処置のできる救急救命士を採用してきましたが、まだ救急救命士が不足し

ているのが現状で今後も救急救命士を含めた救急隊員の確保・養成が必要とされま

す。 

 

【基本目標】 

町民の生命と財産を守る安全な環境づくりを目指して、消防体制の強化や町民と

一体となった火災予防意識の高揚に努めるとともに、高齢化社会に向け救急体制の

強化促進を図ります。 

 

【主要施策の方向】 

１．各種防火啓発活動や高齢化社会に対応した予防活動を推進するとともに、町民

の防火意識の高揚を図ります。 

また、火災による焼死者を防止するため、町内全世帯への住宅用火災警報器の

設置促進を図ります。 

２．災害や火災の多様化に対処するため、消防施設設備や消防水利の拡充など消防

力の強化をはじめ、装備の近代化を図ります。 

３．高齢化が進み重度傷病者の搬送も多発状況にあることから、救急救命士の確保・

養成に努めます。 
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基本計画修正前 基本計画修正後 

P45 Ⅰ学校教育の充実 （1）学校教育 

 

【現況と課題】 

幼児教育から高等学校教育まで一貫教育の見地で連動・連携性を重視し、教育環

境や教育内容の充実を図る必要があります。また、児童・生徒の減尐に伴い、小中

学校の統合問題や、高校の間口確保対策が求められています。 

 

 

【基本目標】 

人に優しく、自然や社会とのふれあいの中で、自らが考え、自らが行動する人間

性や豊かな人格形成を目指すための幼児教育・学校教育の推進に 努めます。 

 

【主要施策の方向】 

１．幼児教育においては、近年の尐子化により幼児同士のふれあいが尐なくなって

いることから、集団による幼児教育の充実に努めます。 

２．小中学校教育においては、地域に根ざした特色ある教育の推進と一人間として、

人や自然、社会にやさしく豊かな感性を身に付ける情操教育の推進に努めます。 

３．集団活動の長所を生かし、教育環境の充実を図るため、地域の理解を得ながら

学校教育施設等の統廃合を進めます。 

４．国際化社会に対応できる人材育成のために、ＡＥＴの派遣を継続して実施し、

異文化との交流推進に努めます。 

５．高等学校や大学、各種専門学校への就学の機会均等を図るため、奨学金制度の

普及啓発に努めます。 

６．教育効果を高めるため、教職員の資質向上を図る研修機会の拡充に努めます。 

７．教職員住宅の維持補修を図るとともに、民間住宅を借り上げて教職員の住宅の

確保に努めます。 

８．幼児・児童・生徒の健全な育成と健康増進を図るため、各種検診を実施し、病

気等の早期発見・早期治療に努めます。 

９．安全でおいしく、栄養バランスに配慮した給食を提供するために、広域での整

備・運営を含めて「学校給食衛生管理基準」に適合する施設整備を検討します。 

P45 Ⅰ学校教育の充実 （1）学校教育 

 

【現況と課題】 

幼児教育から高等学校教育まで一貫教育の見地で連動・連携性を重視し、教育環

境や教育内容の充実を図る必要があります。また、幼児・児童・生徒の減尐に伴い、

幼児教育のあり方や学校の統合問題に係る検討、福島商業高等学校の存続対策が求

められています。 

 

【基本目標】 

人に優しく、自然や社会とのふれあいの中で、自らが考え、自らが行動する人間

性や豊かな人格形成を目指すための幼児教育・学校教育の推進に 努めます。 

 

【主要施策の方向】 

１．幼児教育においては、近年の尐子化により幼児同士のふれあいが尐なくなって

いることから、集団による幼児教育の充実に努めます。 

２．小中学校教育においては、地域に根ざした特色ある教育の推進と一人間として、

人や自然、社会にやさしく豊かな感性を身に付ける情操教育の推進に努めます。 

３．集団活動の長所を生かし、教育環境の充実を図るため、地域の理解を得ながら

学校教育施設等の統廃合を進めます。 

４．国際化社会に対応できる人材育成のために、ＡＥＴの派遣を継続して実施し、

異文化との交流推進に努めます。 

５．高等学校や大学、各種専門学校への就学の機会均等を図るため、奨学金制度の

普及啓発に努めます。 

６．教育効果を高めるため、教職員の資質向上を図る研修機会の拡充に努めます。 

７．教職員住宅の維持補修を図るとともに、教職員の住環境の整備に努めます。 

 

８．幼児・児童・生徒の健全な育成と健康増進を図るため、各種検診を実施し、病

気等の早期発見・早期治療に努めます。 

９．安全でおいしく、栄養バランスに配慮した給食を提供するために、「学校給食衛

生管理基準」に適合する施設の検討・整備を進めます。 
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基本計画修正前 基本計画修正後 

P48 Ⅱ社会教育の充実 （4）文化財 

 

【現況と課題】 

当町には道指定の有形文化財が 1 件、無形文化財が 1 件あり、町指定の有形文化

財が 2件、無形民俗文化財が2件存在します。 

このうち、有形文化財については保存方法が万全とは言えず、また展示公開につ

いても、その手法等において苦慮している状況となっています。 

また、無形文化財等については、伝承、公開等において人材不足等から困難な状

況も生じています。 

このため、参画・協働の理念のもと、広く有志に理解を求め、歴史的遺産を後世

に伝えていくことが必要です。 

 

【基本目標】 

地域に根ざした伝統文化を保存・伝承し、歴史的遺産のある町として文化財保護

思想の普及を図るとともに、公開や展示を通して、文化財保護意識の啓蒙に努めま

す。 

 

【主要施策の方向】 

１．史跡・遺跡見学会や文化財学習会などの学習機会の提供に努めます。 

２．埋蔵文化財の保存と啓蒙に努めます。 

３．文化財パトロ－ルの実施と文化財マップの作成に努めます。 

４．文化財の保存と展示の推進に努めます。 

５．無形文化財の保存団体と連携を強め、定期的な公開方法について検討を進めま

す。 

 

P48 Ⅱ社会教育の充実 （4）文化財 

 

【現況と課題】 

当町には道指定の有形文化財が 1 件、無形民俗文化財が 1 件あり、町指定の有形

文化財が 2件、無形民俗文化財が 2件存在します。 

このうち、有形文化財については保存方法が万全とは言えず、また展示公開につ

いても、その手法等において苦慮している状況となっています。 

また、無形文化財等については、伝承、公開等において人材不足等から困難な状

況も生じています。 

このため、参画・協働の理念のもと、広く有志に理解を求め、歴史的遺産を後世

に伝えていくことが必要です。 

 

【基本目標】 

地域に根ざした伝統文化を保存・伝承し、歴史的遺産のある町として文化財保護

思想の普及を図るとともに、公開や展示を通して、文化財保護意識の啓蒙に努めま

す。 

 

【主要施策の方向】 

１．史跡・遺跡見学会や文化財学習会などの学習機会の提供に努めます。 

２．埋蔵文化財の保存と啓蒙に努めます。 

３．文化財パトロ－ルの実施と文化財マップの作成に努めます。 

４．文化財の保存と展示の推進に努めます。 

５．無形文化財の保存団体と連携を強め、定期的な公開方法について検討を進めま

す。 
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基本計画修正前 基本計画修正後 

P53 Ⅰ社会福祉の充実 （2）高齢者福祉 

 

【現況と課題】 

当町の 65 歳以上人口の高齢化率は、平成 16年 9月末現在で 1,868人と総人口の

29.8％となり、介護及び介護予防事業の利用もこれからも増加していく傾向にあり

ます。 

 

 

 

現在も行っている介護予防生活支援事業や敬老会・ふれあいスポーツ大会の開催

等を通じて高齢者が生きがいを持てるよう各種施策を実施する必要があります。 

また、高齢者生活支援ハウス（定員 20 人）が平成 16 年 4 月より開設され、一人

暮しに不安を抱えている高齢者が安心して生活を送ることができる環境が整備され

たほか、認知症（痴呆）の方についても、民間事業者によるグループホームが運営

され、住みなれた地域で安心して生活を継続することができるようになりました。 

これからも行政や地域包括支援センター、福祉関係団体等が連携して高齢者福祉

を推進することが必要となっています。 

 

【基本目標】 

要介護になることを予防するための介護予防事業の実施、ひとり暮らしや高齢者

夫婦世帯への生活支援、健康づくり、生きがいづくり事業の実施など、関係機関や

地域包括支援センターと連携して、地域における支援体制の充実を図ります。 

 

【主要施策の方向】 

１．高齢者ができる限り寝たきりなどの要介護状態に陥ることなく自立した生活を

確保できるようにするとともに、要介護状態になっても状態が悪化することを防

止するために、必要なサービスを提供していくため介護予防の推進に努めます。 

２．高齢者が健康を保ち、住みなれた地域で安心して生活を続けることできるよう

老人クラブ等の健全な育成を推進します。 

３．検診事業のさらなる充実を図り、健康保持・増進のために健康教育を推進し医

P53 Ⅰ社会福祉の充実 （2）高齢者福祉 

 

【現況と課題】 

当町の 65 歳以上人口の高齢化率は、平成 21年 8月末現在で 1,929人と総人口の

35.8％となり、介護及び介護予防事業の利用もこれからも増加していく傾向にあり

ます。 

特に、６５歳以上の高齢者の一人暮らしや夫婦世帯が増加しており、これら家族

のサーポートが期待できない一人暮らし世帯等に対する地域の支援が必要とされて

おります。 

現在も行っている介護予防生活支援事業や敬老会・ふれあいスポーツ大会の開催

等を通じて高齢者が生きがいを持てるよう各種施策を実施する必要があります。 

また、高齢者生活支援ハウス（定員 20 人）が平成 16 年 4 月より開設され、一人

暮しに不安を抱えている高齢者が安心して生活を送ることができる環境が整備され

たほか、認知症（痴呆）の方についても、民間事業者によるグループホームが運営

され、住みなれた地域で安心して生活を継続することができるようになりました。 

これからも行政や地域包括支援センター、福祉関係団体等が連携して高齢者福祉

を推進することが必要となっています。 

 

【基本目標】 

要介護になることを予防するための介護予防事業の実施、ひとり暮らしや高齢者夫

婦世帯への生活支援、健康づくり、生きがいづくり事業の実施など、関係機関や

地域包括支援センターと連携して、地域における支援体制の充実を図ります。 

 

【主要施策の方向】 

１．高齢者ができる限り寝たきりなどの要介護状態に陥ることなく自立した生活を

確保できるようにするとともに、要介護状態になっても状態が悪化することを防

止するために、必要なサービスを提供していくため介護予防の推進に努めます。 

２．高齢者が健康を保ち、住みなれた地域で安心して生活を続けることできるよう

老人クラブ等の健全な育成を推進します。 

（削除） 
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基本計画修正前 基本計画修正後 

療費の削減に努めます。  

３．一人暮らしの高齢者が住み慣れた地域で安心して暮らせるよう、見守り等の事

業を関係機関と連携して推進します。 

４．災害時に高齢者や障害者などの災害時要援護者が迅速に避難できるよう、災害

時要援護者避難支援プランを策定し、災害から住民の生命を守る体制づくりを進

めます。 
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基本計画修正前 基本計画修正後 

P54 Ⅰ社会福祉の充実 （3）障害者福祉 

 

【現況と課題】 

心身に障害を持つ人は、高齢化の進展や複雑な疾病の発生などを原因として障害

の重度化も進むなど、対象者は年々多くなってきている傾向にあります。また、平

成 14 年度から精神保健業務が市町村に権限委譲されるとともに、平成 15 年度から

措置制度が支援費制度に移行されるなど、障害者を取り巻く環境は大きく変わって

きております。このようななかで、保健・医療・福祉や介護をはじめ、障害者の社

会参加を促進する分野などにおいても、障害者福祉の新たな展開が必要とされてお

ります。 

また、地域においても、障害者の問題を障害者本人やその家族の問題にとどめず、

地域に住むすべての人の問題として取り組めるように地域と行政が支え合いながら

一体となって推進していく体制づくりが求められております。 

 

【基本目標】 

障害者福祉は、健常者と同じように生活し、ともに暮らせる社会づくりを目指す

「ノーマライゼーション」と、障害を持つことにより社会的に不利な立場に立った

人に対するあらゆる分野での総合的な援助「リハビリテーション」が必要とされて

おります。これらの理念のもと、「完全参加と平等」の目標に向けてさまざまな障害

者施策が進められておりますが、当町においても、「ノーマライゼーション」と「リ

ハビリテーション」の 2 つを計画の基本理念とし、障害者の「完全参加と平等」を

目指します。 

 

【主要施策の方向】 

１．障害のある人々が社会の構成員として地域社会のなかでともに生活を送れるよ

うに、教育・福祉・雇用等各分野との連携を図り、保健福祉サービスが的確に提

供される体制を整備します。 

２．障害者の自由な社会参加を促進していくため、レクリエーション・スポーツ・

ボランティア活動等さまざまな機会に啓発や広報を積極的に展開し、交流機会の

拡大を図ります。 

P54 Ⅰ社会福祉の充実 （3）障害者福祉 

 

【現況と課題】 

心身に障害を持つ人は、高齢化の進展や複雑な疾病の発生などを原因として障害

の重度化も進むなど、対象者は年々多くなってきている傾向にあります。また、平

成 14 年度から精神保健業務が市町村に権限委譲されるとともに、平成 15 年度から

措置制度が支援費制度に移行されるなど、障害者を取り巻く環境は大きく変わって

きております。このようななかで、保健・医療・福祉や介護をはじめ、障害者の社

会参加を促進する分野などにおいても、障害者福祉の新たな展開が必要とされてお

ります。 

また、地域においても、障害者の問題を障害者本人やその家族の問題にとどめず、

地域に住むすべての人の問題として取り組めるように地域と行政が支え合いながら

一体となって推進していく体制づくりが求められております。 

 

【基本目標】 

障害者福祉は、健常者と同じように生活し、ともに暮らせる社会づくりを目指す

「ノーマライゼーション」と、障害を持つことにより社会的に不利な立場に立った

人に対するあらゆる分野での総合的な援助「リハビリテーション」が必要とされて

おります。これらの理念のもと、「完全参加と平等」の目標に向けてさまざまな障害

者施策が進められておりますが、当町においても、「ノーマライゼーション」と「リ

ハビリテーション」の 2 つを計画の基本理念とし、障害者の「完全参加と平等」を

目指します。 

 

【主要施策の方向】 

１．障害のある人々が社会の構成員として地域社会のなかでともに生活を送れるよ

うに、教育・福祉・雇用等各分野との連携を図り、保健福祉サービスが的確に提

供される体制を整備します。 

２．障害者の自由な社会参加を促進していくため、レクリエーション・スポーツ・

ボランティア活動等さまざまな機会に啓発や広報を積極的に展開し、交流機会の

拡大を図ります。 
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基本計画修正前 基本計画修正後 

３．災害弱者といわれる障害者を、地震、火災、風水害等の災害や犯罪から守るた

め、地域の防災・防犯ネットワークや緊急通報システムの構築を図ります。 

（削除） 
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基本計画修正前 基本計画修正後 

P58 Ⅰ社会福祉の充実 （7）福祉推進体制 

 

【現況と課題】 

福祉業務の多様化により、住民のニーズに対応するために、行政や民生・児童委

員や関係機関などそれぞれ自分の役割を認識し、総合的な相談体制を整備し問題を

解決していくことが必要となっております。 

さらに、これらの福祉推進体制は専門的な知識が要求されることから、関係職員

の質の向上を図り、的確な判断能力が必要とされています。 

介護保険分野では、行政の枠の中での介護体制ではなく、民間事業者中心の体制

を強化する必要があります。 

 

 

 

 

 

 

【基本目標】 

地域包括支援センターを中心とした福祉関係機関と医療、保健、行政が緊密に連

携した福祉体制の強化に努めます。 

 

 

 

【主要施策の方向】 

 

 

１．地域包括支援センターを中心とした関係機関における連絡調整機能を強化し、

介護サービスや福祉サービスの円滑な提供、指導を図ります。 

２．福祉業務の多様化による職員の専門的な知識を充実させるための研修等を行い

体制の充実に努めます。 

P58 Ⅰ社会福祉の充実 （7）福祉推進体制 

 

【現況と課題】 

尐子高齢化や核家族化の進行、産業構造の変化やライフスタイルの多様化により、

地域での支え合いや助け合いの機能が低下しており、福祉のあり方も大きく変えて

いかなければならない状況にあります。 

高齢者等の福祉サービスを必要とする方が増えている現状において、個々の問題

としてとらえるのではなく、地域全体の問題として取り組むことが重要です。 

また、福祉業務の多様化により、住民のニーズに対応するために、行政や民生・

児童委員や関係機関などそれぞれ自分の役割を認識し、総合的な相談体制を整備し

問題を解決していくことが必要となっております。 

さらに、これらの福祉推進体制は専門的な知識が要求されることから、関係職員

の質の向上を図り、的確な判断能力が必要とされています。 

介護保険分野では、行政の枠の中での介護体制ではなく、民間事業者中心の体制

を強化する必要があります。 

 

【基本目標】 

町民が共に支え合う安心安全な町づくりを推進するため、地域ぐるみで地域福祉

のあり方を構築してまいります。 

また、地域包括支援センターを中心とした福祉関係機関と医療、保健、行政が緊

密に連携した福祉体制の強化に努めます。 

 

【主要施策の方向】 

１．それぞれの個性が発揮され、すべての町民が生きがいを持って暮らせるような

地域福祉計画を策定し、地域が支え合い、助け合う体制づくりを推進します。 

２．地域包括支援センターを中心とした関係機関における連絡調整機能を強化し、

介護サービスや福祉サービスの円滑な提供、指導を図ります。 

３．福祉業務の多様化による職員の専門的な知識を充実させるための研修等を行い

体制の充実に努めます。 
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基本計画修正前 基本計画修正後 

P59 Ⅱ健康づくりの推進 （1）保健予防 

 

【現況と課題】 

健康な状態を維持するためには、日頃から健康的な生活習慣に心がけることが大

切です。一人ひとりの生活習慣は、長い年月をかけて形成されていくものであり、

乳幼児期から高齢期に至るそれぞれの課題に応じた健康づくりを進めることが重要

です。その積み重ねが健康寿命の延伸や生活の質の向上に結びついていくことにな

ります。生活習慣が発症に深く関わっている糖尿病、心臓病、がん、脳卒中などの

疾病は依然増加傾向にあり、疾病の早期発見、早期治療のための検診事業は重点目

標として実施していくことが必要です。 

今後も各関係機関、健康づくり推進員と連携を深め各種保健事業を実施し、町民

の健康づくりを進めることを必要とします。 

 

【基本目標】 

健康を保つためには、早い時期から健康的な生活習慣を身につけることが重要で

あり、健康意識の啓発を図り、町民が快適な暮らしを続けられるよう各種保健事業

を実施します。 

 

 

 

 

【主要施策の方向】 

 

 

 

１．町民一人ひとりが健康づくりの重要性を自覚し、生活習慣の改善、疾病の予防

が図られるよう健康意識の高揚を図ります。 

２．健康づくりセンターを中心とし、健康づくり推進員との連携を深め各種検診等

保健事業を進めます。 

３．保健所、町内各医療機関、団体等との連携を強化し健康づくり運動を推進します。 

P59 Ⅱ健康づくりの推進 （1）保健予防 

 

【現況と課題】 

健康な状態を維持するためには、日頃から健康的な生活習慣に心がけることが大

切です。一人ひとりの生活習慣は、長い年月をかけて形成されていくものであり、

乳幼児期から高齢期に至るそれぞれの課題に応じた健康づくりを進めることが重要

です。その積み重ねが健康寿命の延伸や生活の質の向上に結びついていくことにな

ります。生活習慣が発症に深く関わっている糖尿病、心臓病、がん、脳卒中などの

疾病は依然増加傾向にあり、疾病の早期発見、早期治療のための検診事業は重点目

標として実施していくことが必要です。 

今後も各関係機関、健康づくり推進員と連携を深め各種保健事業を実施し、町民

の健康づくりを進めることを必要とします。 

 

【基本目標】 

「いきいき健康ふくしま２１～健康横綱への挑戦プラン～」の５つの分野別の重

点目標の達成に向けて、関係機関と連携を図りながら積極的に健康づくりの施策を

展開してまいります。 

健康を保つためには、早い時期から健康的な生活習慣を身につけることが重要で

あり、健康意識の啓発を図り、町民が快適な暮らしを続けられるよう各種保健事業

を実施します。 

 

【主要施策の方向】 

１．がん検診などの健診率の向上を図り、早期発見・早期治療に努め、医療費を抑

制する“元気循環型”の健康づくりを進めます。 

２．いきいき健康ふくしま２１の行動計画を積極的に推進します。 

３．町民一人ひとりが健康づくりの重要性を自覚し、生活習慣の改善、疾病の予防

が図られるよう健康意識の高揚を図ります。 

４．健康づくりセンターを中心とし、健康づくり推進員との連携を深め各種検診等

保健事業を進めます。 

５．保健所、町内各医療機関、団体等との連携を強化し健康づくり運動を推進します。 
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基本計画修正前 基本計画修正後 

P62 Ⅰ行財政の運営 （2）財政の健全運営 

 

【現況と課題】 

尐子・高齢化社会の到来、高度情報化、社会情勢の変化、町民の意識や価値観も

多様化しており、長引く景気低迷の中で国や道の補助金引下げ等、財政を取り巻く

環境は依然として厳しい状況下におかれています。 

 

当町においても、地方交付税の減額、人口減、さらには貴重な自主財源である町

税等が減尐しており、今後の財政運営は依然として厳しい状況にあります。 

 

 

こうした状況のなか、効果的な財政運営を目指す一方、行政コストの削減に努め

るなど、財源確保に努め、限られた財源で行政需要に適切に対応し、また、財政健

全化の改善を積極的に行い、財政の健全運営を進める必要があります。 

 

【基本目標】 

社会経済の情勢の変化や、増大する行政需要に適切に対応できるよう努めるとと

もに、貴重な自主財源の確保と歳出の抑制を図りながら中長期的な視点に立った健

全な財政運営に努めます。 

 

【主要施策の方向】 

１．財政確立プランの見直し検討を図るとともに、自主・自立に向けた「自立プラ

ン」を策定し、自立可能な安定的財政基盤の確立に努めます。 

 

２．地方債の発行は、公債費負担適正化計画に基づき、後年度負担となる債務負担

の抑制を図り、財政負担の軽減に努めます。 

 

３．財政基盤の充実を図り、総合開発計画の実現に向けた財政運営に努めます。 

 

P62 Ⅰ行財政の運営 （2）財政の健全運営 

 

【現況と課題】  

尐子・高齢化社会の到来、高度情報化、社会情勢の変化、町民の意識や価値観も

多様化しており、長引く景気低迷の中で「三位一体の改革」に伴う国庫補助負担金

改革・地方交付税改革・税源移譲等、財政を取り巻く環境はますます厳しい状況下

におかれています。  

当町においても、地方交付税の減額、人口減、さらには税源移譲に伴う町民税の

増収の期待がありましたが、課税所得の減尐が著しく、貴重な自主財源である町税

等が減尐の一途をたどっており、今後の財政運営は依然として厳しい状況にありま

す。  

こうした状況のなか、効果的な財政運営を目指す一方、行政コストの削減に努め

るなど、財源確保に努め、限られた財源で行政需要に適切に対応し、また、財政健

全化の改善を積極的に行い、財政の健全運営を進める必要があります。  

 

【基本目標】  

社会経済の情勢の変化や、増大する行政需要に適切に対応できるよう努めるとと

もに、貴重な自主財源の確保と歳出の抑制を図りながら中長期的な視点に立った健

全な財政運営に努めます。  

 

【主要施策の方向】  

１．前期４年間については、自主・自立に向けた「自立プラン」に基づく健全な財

政運営を図り、更に後期５年間については、まちづくり基本条例に定める「財政

計画の策定」により健全で持続可能な安定的財政基盤の確立に努めます。  

２．地方債の発行は、「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」における健全化

判断比率の「実質公債費比率」を基本に後年度負担となる債務負担の抑制を図り、

財政負担の軽減に努めます。  

３．財政基盤の充実を図り、総合開発計画の実現に向けた財政運営に努めます。 
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基本計画修正前 基本計画修正後 

P63 Ⅱ広域行政の推進 （1）広域行政の推進 

 

【現況と課題】 

渡島圏域では、これまで地域の発展と住民福祉の向上を図るため、総合的なまち

づくりに取り組んできましたが、渡島圏域の社会情勢は尐子高齢化、情報化などが

加速度的に進展するなど大きく変化し、これらに対する新たな対応が求められてお

ります。また、社会基盤となる産業の振興など地域経済の活性化が従来にも増し必

要となっております。 

当町においては、渡島西部広域事務組合の消防本部や衛生センターなどを有して

おり、さらには渡島11町で構成する渡島廃棄物処理連合の中継施設を設置するなど

渡島西部地域の中心的な施設が点在しております。 

こうした分野をはじめとして、経費節減対策を図るため、今後も近隣町との広域

行政の取り組みはますます重要となっており、機能分担を的確にとらえ、効率的な

組織づくりを図る必要があります。 

 

【基本目標】 

広域行政における目的意識を明確にし、広域連合や一部事務組合などによる各分

野における機能集約を図るため、経費節減対策と状況に応じた積極的な事務事業の

検討に努めます。 

 

【主要施策の方向】 

１．渡島広域市町村圏計画や新地域経済基盤強化計画に基づく主要施策・事業を進

めます。 

 

２．広域連合や一部事務組合による各分野の取り組み検討など積極的な広域行政の

取組みを進めます。 

３．厳しい財政状況に対応するため、今後も新たに広域行政が可能な事業を近隣町

と連携しながら検討します。 

P63 Ⅱ広域行政の推進 （1）広域行政の推進 

 

【現況と課題】 

渡島圏域では、これまで地域の発展と住民福祉の向上を図るため、総合的なまち

づくりに取り組んできましたが、渡島圏域の社会情勢は尐子高齢化、情報化などが

加速度的に進展するなど大きく変化し、これらに対する新たな対応が求められてお

ります。また、社会基盤となる産業の振興など地域経済の活性化が従来にも増し必

要となっております。 

当町においては、渡島西部広域事務組合の消防本部や衛生センターなどを有して

おり、さらには渡島 11町で構成する渡島廃棄物処理連合の中継施設を設置するなど

渡島西部地域の中心的な施設が点在しております。 

こうした分野をはじめとして、経費節減対策を図るため、今後も近隣町との広域

行政の取り組みはますます重要となっており、機能分担を的確にとらえ、効率的な

組織づくりを図る必要があります。 

 

【基本目標】 

広域行政における目的意識を明確にし、広域連合や一部事務組合などによる各分

野における機能集約を図るため、経費節減対策と状況に応じた積極的な事務事業の

検討に努めます。 

 

【主要施策の方向】 

１．広域行政圏施策の廃止に伴う渡島広域市町村圏の今後の取り扱いについては、

道内や全国的な広域行政圏の動向、定住自立圏構想に係る検討などを踏まえなが

ら、構成市町とともに協議を進めます。 

２．広域連合や一部事務組合による各分野の取り組み検討など積極的な広域行政の

取組みを進めます。 

３．厳しい財政状況に対応するため、今後も新たに広域行政が可能な事業を近隣町

と連携しながら検討します。 
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後期実施計画（H22～H26）（案） 
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